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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第86期

前第１四半期
連結累計(会計)期間

第87期
当第１四半期

連結累計(会計)期間
第86期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

受注高 (百万円) 31,143 40,176 143,348

売上高 (百万円) 25,582 26,473 159,273

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △440 △530 5,456

当期純利益又は四半期純損
失（△）

(百万円) △254 △398 3,141

純資産額 (百万円) 79,076 78,468 80,498

総資産額 (百万円) 163,824 149,424 163,307

１株当たり純資産額 (円) 1,069.78 1,096.28 1,119.40

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △3.45 △5.56 42.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.2 52.5 49.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,275 9,083 1,294

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △165 941 △1,664

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,183 △1,812 △2,936

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 42,064 41,055 32,825

従業員数 (人) 2,312 2,341 2,272

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　しておりません。

２　受注高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第86期第１四半期連結累計(会計)期間及び第87期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当　　

　

　　たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失金額が計上され

　　ているため記載しておりません。

４　第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果

　　を有しないため記載しておりません。　　　　　
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

　なお、主要な関係会社についての異動は以下のとおりであります。

＜主要な関係会社の異動＞

    　設備工事事業（建設設備事業）

　　　　当社は、連結子会社である三機食品設備株式会社を平成22年４月１日付で吸収合併してお

　　　ります。さらに、同日付で当社の連結子会社である三機テクノサポート株式会社は、当社の

　　　非連結子会社である株式会社スズキ技術士事務所を吸収合併しております。

 

　また、当第１四半期連結会計期間末における企業集団の事業系統図は以下のとおりであります。
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３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動は、「２　事業の内容」に記載のとおりであり

ます。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

　　従　業　員　数　(人) 2,341[ 316]

　(注) 　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[　]内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　
(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従　業　員　数　(人) 2,046　 　 　

　(注) 　従業員数は就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める設備工事事業では生産実績を定義することが困難であ
り、設備工事事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。
　また、当社グループにおいては設備工事事業以外では受注生産形態をとっておりません。
　よって受注及び販売の状況については、可能な限り「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状
況の分析」において報告セグメントの種類に関連付けて記載しております。
　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。
受注高及び売上高の状況
①　受注高、売上高及び繰越高

期別 部門別
期首繰越高
(百万円)

期中受注高
(百万円)

計
(百万円)

期中売上高
(百万円)

期末繰越高
(百万円)

前第１四半期累計期間

(自平成21年４月１日

　至平成21年６月30日)

設備
工事
事業

建設
設備

ビル空調衛生 33,392 10,791 44,183 7,961 36,221

産業空調 24,667 7,064 31,731 7,408 24,323

電　　気 14,169 3,767 17,936 3,238 14,698

情報通信 559 558 1,118 577 540

ファシリティシステム 406 1,342 1,749 980 769

計 73,195 23,524 96,719 20,166 76,553

プラン
ト設備

機械システム 8,341 1,174 9,516 2,013 7,502

環境システム 10,331 1,371 11,703 704 10,998

計 18,672 2,546 21,219 2,718 18,500

計 91,868 26,070117,93822,884 95,054

不動産事業 ― 1,049 1,049 1,049 ―

合計 91,868 27,120118,98823,934 95,054

当第１四半期累計期間

(自平成22年４月１日

　至平成22年６月30日)

設備
工事
事業

建設
設備

ビル空調衛生 43,962 12,109 56,072 10,998 45,073

産業空調 6,965 12,713 19,679 5,447 14,231

電　　気 12,032 3,637 15,670 3,696 11,974

統合ネットワーク 370 388 758 407 351

ファシリティシステム 378 1,169 1,548 396 1,151

計 63,711 30,018 93,729 20,946 72,783

プラン
ト設備

機械システム 1,764 2,497 4,262 1,366 2,895

環境システム 10,590 2,068 12,658 1,287 11,371

計 12,354 4,566 16,920 2,653 14,266

計 76,065 34,584110,64923,599 87,050

不動産事業 ― 1,043 1,043 1,043 ―

合計 76,065 35,627111,69324,643 87,050

前事業年度

(自平成21年４月１日

　至平成22年３月31日)

設備
工事
事業

建設
設備

ビル空調衛生 33,392 64,350 97,743 53,780 43,962

産業空調 24,667 25,994 50,662 43,696 6,965

電　　気 14,169 16,876 31,045 19,012 12,032

情報通信 559 2,111 2,670 2,300 370

ファシリティシステム 406 3,563 3,970 3,591 378

計 73,195112,896186,092122,38163,711

プラン
ト設備

機械システム 8,341 4,218 12,559 10,795 1,764

環境システム 10,331 11,343 21,674 11,084 10,590

計 18,672 15,561 34,234 21,880 12,354

計 91,868128,458220,326144,26176,065

不動産事業 ― 4,171 4,171 4,171 ―

合計 91,868132,629224,497148,43276,065

(注) １  前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注高にその増減
額を含んでおります。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２  期末繰越高は(期首繰越高＋期中受注高－期中売上高)に一致しております。

３　情報通信は平成22年４月１日付で統合ネットワークへ移管しております。
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②　受注工事高

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

　前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日　
　  至　平成21年６月30日）

 建設設備 2,495 21,029 23,524

 プラント設備 1,359 1,187 2,546

計 3,854 22,216 26,070

　当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日　
　  至　平成22年６月30日）

 建設設備 3,642 26,376 30,018

 プラント設備 1,858 2,708 4,566

計 5,500 29,084 34,584

　

③　完成工事高

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

　前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日　
　  至　平成21年６月30日）

 建設設備 1,192 18,974 20,166

 プラント設備 776 1,942 2,718

計 1,968 20,916 22,884

　当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日　
　  至　平成22年６月30日）

 建設設備 4,174 16,772 20,946

 プラント設備 1,092 1,561 2,653

計 5,266 18,333 23,599

（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりであります。

当第１四半期会計期間　㈱大林組　2,998百万円　12.7％

　

④　繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

 建設設備 15,363 57,419 72,783

 プラント設備 7,854 6,412 14,266

計 23,217 63,832 87,050

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに契約した重要な契約等はありません。

　なお、日本アバイア株式会社との販売契約について契約の更新（自平成22年７月　至平成23年７月）を、

フィシア・バブコック・環境社との技術受入契約について契約の延長（至平成23年７月）を、またヴィア

ストア・システムズ社との技術援助契約について契約の更新（自平成22年７月　至平成23年７月）をして

おります。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。そのため、「(1)業績の状況」においてセグメン

ト比較に用いた前年同期の数値は、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。

 
(1) 業績の状況

当第１四半期（平成22年４月～６月）のわが国経済は、新興国の需要拡大による生産の増加から、企業

収益は改善し設備投資も回復傾向にあるものの、高い失業率や円高に加えて株式市場の低迷が続く等、先

行き不透明な状況にあります。

建設投資につきましても、民間工事は全体ではやや回復の兆しが見えるものの、生産の海外シフトに伴

う国内投資の抑制傾向は継続しております。また公共投資も減少しており、受注価格競争はますます激化

しております。

このような厳しい状況下で、受注面では主体の建設設備事業につきましては工事採算を重視しつつ省

エネ、ＣＯ２削減に関する提案営業を積極的に推進し、リニューアル工事を中心とした受注拡大を図るこ

ととしておりますが、当第１四半期には前期に大幅な落ち込みを記録した産業空調分野で注力案件の受

注を確保することができたこともあって、306億円余と前年同期を26.0％上回りました。また、プラント設

備につきましても、機械システム事業及び環境システム事業がともに前期を上回る受注を確保でき、合わ

せて85億円余と前年同期を46.2％上回りました。これに不動産事業及び調整額を加えた全体の受注高は

401億円余と前年同期と比較し29.0％増加となりました。

売上高につきましては、建設設備事業は、企業の経費節減の影響から減少してきた小口工事にやや持ち

直しの傾向が見られたことから217億円余と前年同期を4.4％上回りました。プラント設備は、機械システ

ム事業及び環境システム事業合計で36億円余と前年同期比横ばいで推移し、これに不動産事業及び調整

額を加えた全体の売上高は264億円余と前年同期と比較し3.5％の増加となりました。その結果、翌四半期

への繰越高は、全体で913億円余となり、前期末に比べて17.6％の増加となりました。

利益面につきましては、当社グループをあげて手持ち工事の原価低減、経費削減による収支の改善に取

り組みましたが、営業損失は7億5千8百万円（前年同期　営業損失6億5千6百万円）、営業外損益を加えた

経常損失は5億3千万円（前年同期　経常損失4億4千万円）となりました。その結果、法人税等調整後の四

半期純損失は3億9千8百万円（前年同期　四半期純損失2億5千4百万円）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 建設設備事業

　受注高は306億2千9百万円、売上高は217億8千7百万円、セグメント損失は10億8千5百万円となりま

した。

② 機械システム事業

　受注高は27億1千8百万円、売上高は15億1千2百万円、セグメント損失は3億9千9百万円となりまし

た。

③ 環境システム事業

　受注高は57億9千6百万円、売上高は21億3千2百万円、セグメント損失は2億7千9百万円となりまし

た。

④ 不動産事業

　売上高は10億4千3百万円、セグメント利益は6億4千7百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は984億4千9百万円となり、前連結会計年度末に比べて

110億8千5百万円、率にして10.1％減少、また固定資産は509億7千4百万円となり、前連結会計年度末に比

べて27億9千7百万円、率にして5.2％減少いたしました。その結果、総資産は1,494億2千4百万円となり、前

連結会計年度末に比べて138億8千2百万円、率にして8.5％減少いたしました。

流動資産の減少の主な要因は受取手形・完成工事未収入金等が減少したことによるものであります。

これは当社グループの売上高は期末に集中するため、各四半期連結会計期間末の受取手形・完成工事未

収入金等は、前連結会計年度末と比べて減少するという季節的変動によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は526億4百万円となり、前連結会計年度末に比べて111

億9千6百万円、率にして17.5％減少、また固定負債は183億5千1百万円となり、前連結会計年度末に比べて

6億5千6百万円、率にして3.5％減少いたしました。その結果、負債合計は709億5千5百万円となり、前連結

会計年度末に比べて118億5千2百万円、率にして14.3％減少いたしました。

流動負債の減少の主な要因は支払手形・工事未払金等が減少したことによるものであります。これは

流動資産の減少要因と同様に、各四半期連結会計期間末の支払手形・工事未払金等は、前連結会計年度末

と比べて減少するという季節的変動によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は784億6千8百万円となり、前連結会計年度末に比べて20

億3千万円、率にして2.5％減少いたしました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末残高に比べ82

億3千万円増加（前年同期比10億8百万円の減少）して、410億5千5百万円となりました。当第１四半期連

結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減の要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、90億8千3百万円の増加

（前年同期比18億8百万円の増加）となりました。これは主に売上債権の回収が仕入債務の支払いを上

回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、9億4千1百万円の増加

（前年同期比11億7百万円の増加）となりました。これは主に投資有価証券の償還によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、18億1千2百万円の減少

（前年同期比6億2千9百万円の減少）となりました。これは主に短期借入金の返済及び配当金の支払い

によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は249百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,945,000

計 192,945,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 74,461,156同左

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 74,461,156同左 ─ ─

（注）大阪証券取引所及び名古屋証券取引所については、平成22年６月28日に上場廃止の申請を行っており、平成22年

８月15日に上場廃止となる予定であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。
　当該制度は、会社法第236条および会社法第239条の規定に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）、監
査役（社外監査役を除く。以下同じ。）、執行役員および従業員に対し、特に有利な条件で新株予約権を発行すること
を、平成18年６月28日開催の第82回定時株主総会において決議されたものです。
　なお、当社取締役に対する新株予約権付与は、会社法第361条第１項第３号の報酬等に、当社監査役に対する新株予約
権付与は、会社法第387条第１項の報酬等にそれぞれ該当いたします。
　当該制度の内容は次のとおりであります。

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数（個） 784

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 784,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 870

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月26日
至　平成23年７月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　870
資本組入額　　435

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、その地位を喪失した場合（取締役・監
査役・執行役員の退任、従業員の停年退職等。）において
も、権利を行使することができる。ただし、取締役・監査
役・執行役員が死亡により退任した場合、または従業員
が死亡または自己都合により退職した場合にはこの限り
ではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認め
た場合はこの限りではない。
　新株予約権の相続はこれを認めない。
　その他権利行使の条件は、総会決議及び取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予
約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注)　１  新株予約権１個につき目的となる株式の数は1,000株であります。
      ２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ
　　　　　し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ
　　　　　いて行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。
　　　　　　　　　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
          また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、
　　　　　株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等
　　　　　を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。
　　　３　新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ
　　　　　き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす
　　　　　る。
　　　　　なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または
　　　　　株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ
　　　　　る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率
          また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（会
　　　　　社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株
　　　　　式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約
　　　　　権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式によ
　　　　　り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込価額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
　　　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自
　　　　　己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株
　　　　　式数」に読み替える。
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　　　　　さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする
　　　　　場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ
　　　　　とができる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

─ 74,461,156─ 8,105 ─ 4,181

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　
(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式     2,590,000

─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　  71,710,000 71,710 ─

単元未満株式 普通株式  　   161,156 ─
一単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 74,461,156 ─ ─

総株主の議決権 ─ 71,710 ─
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② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三機工業株式会社

東京都中央区日本橋室町
２－１－１

2,590,000─ 2,590,000 3.5

計 ─ 2,590,000─ 2,590,000 3.5

(注)　当第１四半期会計期間末の自己株式数は2,926,156株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高(円) 767 784 702

最低(円) 647 653 630

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。

　
　

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

13/28



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、並びに、当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 26,057 24,825

受取手形・完成工事未収入金等 43,831 63,415

有価証券 14,998 7,999

未成工事支出金 ※1
 7,619

※1
 6,359

原材料及び貯蔵品 446 396

繰延税金資産 2,622 2,417

その他 2,924 4,189

貸倒引当金 △49 △69

流動資産合計 98,449 109,535

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 46,856 46,860

減価償却累計額 △32,992 △32,747

建物・構築物（純額） 13,863 14,112

機械、運搬具及び工具器具備品 4,284 4,374

減価償却累計額 △3,554 △3,580

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

730 793

土地 4,669 4,670

リース資産 217 211

減価償却累計額 △8 △6

リース資産（純額） 209 204

建設仮勘定 29 25

有形固定資産合計 19,501 19,807

無形固定資産

のれん 124 142

その他 345 342

無形固定資産合計 470 484

投資その他の資産

投資有価証券 15,350 17,821

長期貸付金 604 614

前払年金費用 7,821 7,756

繰延税金資産 116 111

その他 8,184 8,223

貸倒引当金 △1,075 △1,048

投資その他の資産合計 31,001 33,479

固定資産合計 50,974 53,771

資産合計 149,424 163,307
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 35,321 45,159

短期借入金 4,875 5,876

リース債務 14 11

未払法人税等 45 468

繰延税金負債 10 11

未成工事受入金 7,247 5,861

賞与引当金 977 2,248

役員賞与引当金 12 45

完成工事補償引当金 940 968

工事損失引当金 ※1
 307

※1
 376

その他 2,851 2,771

流動負債合計 52,604 63,800

固定負債

長期借入金 151 199

リース債務 228 229

繰延税金負債 1,724 2,336

退職給付引当金 11,027 10,960

役員退職慰労引当金 416 506

その他 4,803 4,776

固定負債合計 18,351 19,007

負債合計 70,955 82,808

純資産の部

株主資本

資本金 8,105 8,105

資本剰余金 4,181 4,181

利益剰余金 65,844 66,761

自己株式 △1,933 △1,712

株主資本合計 76,198 77,336

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,281 3,155

為替換算調整勘定 △57 △38

評価・換算差額等合計 2,223 3,116

新株予約権 46 46

純資産合計 78,468 80,498

負債純資産合計 149,424 163,307
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 24,533 25,430

不動産事業等売上高 1,049 1,043

売上高合計 25,582 26,473

売上原価

完成工事原価 22,028 22,792

不動産事業等売上原価 406 388

売上原価合計 22,435 23,180

売上総利益

完成工事総利益 2,504 2,637

不動産事業等総利益 643 654

売上総利益合計 3,147 3,292

販売費及び一般管理費 ※１
 3,803

※１
 4,051

営業損失（△） △656 △758

営業外収益

受取利息 19 20

受取配当金 224 238

持分法による投資利益 6 1

その他 104 65

営業外収益合計 353 326

営業外費用

支払利息 37 24

その他 101 73

営業外費用合計 138 97

経常損失（△） △440 △530

特別損失

投資有価証券評価損 － 56

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

特別損失合計 － 124

税金等調整前四半期純損失（△） △440 △654

法人税、住民税及び事業税 38 24

法人税等調整額 △224 △280

法人税等合計 △186 △255

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △398

四半期純損失（△） △254 △398
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △440 △654

減価償却費 374 345

のれん償却額 17 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

貸倒引当金の増減額（△は減少） △156 7

退職給付引当金の増減額（△は減少） △114 2

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △25 △90

工事損失引当金の増減額（△は減少） 2 △69

受取利息及び受取配当金 △243 △258

支払利息 37 24

持分法による投資損益（△は益） △6 △1

有形固定資産売却損益（△は益） △0 －

売上債権の増減額（△は増加） 24,179 19,516

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,812 △1,259

仕入債務の増減額（△は減少） △16,337 △9,838

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,499 1,385

その他の流動負債の増減額（△は減少） 645 140

その他 △978 △20

小計 7,643 9,314

利息及び配当金の受取額 243 267

利息の支払額 △25 △20

法人税等の支払額 △586 △477

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,275 9,083

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △326 △107

有形固定資産の売却による収入 0 3

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

投資有価証券の売却による収入 2 －

投資有価証券の償還による収入 － 1,000

貸付けによる支出 △4 △26

貸付金の回収による収入 45 34

その他 121 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △165 941

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △489 △955

長期借入金の返済による支出 △138 △93

自己株式の取得による支出 △0 △221

リース債務の返済による支出 △0 △3

配当金の支払額 △554 △539

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,183 △1,812

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,922 8,202

現金及び現金同等物の期首残高 36,142 32,825

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 27

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 42,064

※１
 41,055
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
　至　平成22年６月30日)

１ 連結の範囲に
関する事項の
変更

(1)連結の範囲の変更

当社の連結子会社である三機テクノサポート株式会社は、平成22年４月１日をもって当社
の非連結子会社である株式会社スズキ技術士事務所を吸収合併しました。
 

(2)変更後の連結子会社の数

当社は、平成22年４月１日をもって当社の連結子会社である三機食品設備株式会社を吸収
合併しました。その結果、連結子会社の数は６社（前連結会計年度）から５社に減少してい
ます。
なお、変更後の連結子会社名は次のとおりです。
三機テクノサポート㈱
三機産業設備㈱
三機化工建設㈱
三機環境サービス㈱
AQUACONSULT Anlagenbau GmbH

 

２ 会計処理基準
に関する事項
の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18
号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しています。
これにより、従来の方法に比べ、営業損失及び経常損失はそれぞれ3百万円増加し、税金等

調整前四半期純損失は71百万円増加しています。
　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等
の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間で
は、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しています。
　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

１ 一般債権の貸
倒見積高の算定
方法

　一般債権の貸倒見積高の算定に関しては、当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前
連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末に
おいて算定した貸倒実績率を使用しています。

２　完成工事補償
引当金の算定方
法

　完成工事補償引当金の算定に関しては、当第１四半期連結会計期間末の補償実績率が前連
結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末にお
いて算定した補償実績率を使用しています。

３　たな卸資産の
評価方法

　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会
計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっています。

４　固定資産の減
価償却費の算定
方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し
て算定する方法によっています。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

　　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）
　

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事
支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表
示しています。損失の発生が見込まれる工事契約に
係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応
する額は135百万円であります。

※１　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事
支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表
示しています。損失の発生が見込まれる工事契約に
係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応
する額は176百万円であります。

　 　

　２　偶発債務 　 　 　２　偶発債務 　 　
（イ）下記の借入金について債務保証を行っていま
す。

（イ）下記の借入金について債務保証を行っていま
す。

呼吸器・アレルギー
23百万円

呼吸器・アレルギー
23百万円

センターＥＳＣＯ㈱ センターＥＳＣＯ㈱

　上記保証額は連帯保証分であるため、当社グループ
負担額を記載しています。

　上記保証額は連帯保証分であるため、当社グループ
負担額を記載しています。

（ロ）下記の非連結子会社への出資先に対し、当該出
資額等について損失保証を行っています。

（ロ）下記の非連結子会社への出資先に対し、当該出
資額等について損失保証を行っています。

THAI SANKI ENGINEERING &
25百万円

THAI SANKI ENGINEERING &
26百万円CONSTRUCTION CO.,LTD. CONSTRUCTION CO.,LTD.

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日 （自　平成22年４月１日
至　平成21年６月30日） 至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料手当 1,311百万円 従業員給料手当 1,386百万円

賞与引当金繰入額 371 　 賞与引当金繰入額 443 　

役員賞与引当金繰入額 13 　 役員賞与引当金繰入額 12 　

退職給付費用 220 　 退職給付費用 192 　

役員退職慰労引当金繰入額 56 　 役員退職慰労引当金繰入額 52 　

減価償却費 108 　 貸倒引当金繰入額 12 　

　 　 　 減価償却費 108 　

　 　

２　当社グループの売上高は、主たる事業である設備
工事事業において、契約により工事の完成引渡し
が第４四半期連結会計期間に集中しているため、
第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計
期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計
期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変
動があります。

２　　　　　　　　　同左
 

 

 
 

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

20/28



　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成21年６月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成22年６月30日現在）
　 　

　 現金預金勘定 28,210百万円 　　 現金預金勘定 26,057百万円 　

　 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,143　 　　 取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券） 14,998　 　

　 取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券） 14,997

　 　　 　

　 　　 現金及び現金同等物 41,055　 　

　 現金及び現金同等物 42,064　 　　 　 　 　 　
　 　

　
(株主資本等関係)

　

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 74,461,156

　
　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,926,156

　
　
３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

会社名
当第１四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社（親会社） 46

合計 46

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 539 7.50平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの
　　
　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
設備工事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

24,533 1,049 25,582 ― 25,582

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 24,533 1,049 25,582 ― 25,582

営業利益又は営業損失（△） △ 1,288 632 △ 656 ― △ 656

(注)　１　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　(1) 事業区分の方法

　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。

　　　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　設備工事事業：建設設備工事全般に関する事業、FAシステム・物流システム・コンベヤ等の産業設

　　　　　　　　　　　　備及び上下水処理設備等の環境施設に関する事業

　　　　　不動産事業　：不動産の賃貸・管理に関する事業

２　配賦不能営業費用は該当ありません。

３　会計処理基準等の変更

当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。この結果、従来

の方法に比べ、当第１四半期連結累計期間における設備工事事業の売上高は503百万円増加し、営業

損失は21百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　
【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

　当社グループは、当社に事業別の組織体制を置き、連結子会社５社はそれぞれの組織体制と連携しながら

事業展開をおこなっております。

　したがって、当社グループは当社の組織体制を基礎としたセグメントから構成されており、建設設備工事

全般に関する事業をおこなっている「建設設備事業」、ＦＡシステム・物流システム・コンベヤ等の産業

設備に関する事業をおこなっている「機械システム事業」、上下水処理設備等の環境施設に関する事業を

おこなっている「環境システム事業」および不動産の賃貸・管理に関する事業をおこなっている「不動産

事業」の４つを報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設設備
事業

機械
システム
事業

環境
システム
事業

不動産
事業

計

売上高 21,787 1,512 2,132 1,043 26,475 △2 26,473

セグメント利益又
は損失（△）

△1,085 △399 △279 647 △1,116 586 △530

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額586百万円には、各報告セグメントに配分していない全社損益479百

万円、社内上各セグメントに配賦した金利負担の戻入額106百万円が含まれております。なお、全社損益の主な

ものは、各セグメントに帰属しない受取配当金、未成工事支出金勘定の調整額などであります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整をおこなっております。

　

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,096.28円
　

１株当たり純資産額 1,119.40円
　

　

２  １株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3.45円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半
期純損失が計上されているため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 5.56円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半
期純損失が計上されているため記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 　 　

　四半期純損失(△)(百万円) △254 △398

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失(△)   (百万円)　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

△254 △398

　普通株式の期中平均株式数(千株) 73,875 71,755

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

────── ──────

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

記載すべき事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月11日

三機工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    行　　正　　晴　　實    印

業務執行社員 　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士    森    　    行    一    印
業務執行社員 　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三機

工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、当第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を

適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月９日

三機工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    森　　　　　行　　一    印

業務執行社員 　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士    堺    　    昌    義    印
業務執行社員 　

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三機

工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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